
（単位:円）
当年度 前年度 増減

146,613,694 139,812,353 6,801,341 
862,680 931,000 △68,320

0 5,000 △5,000
65,658 65,658 0 

147,542,032 140,814,011 6,728,021 

11,023,000 9,924,000 1,099,000 
80,000,000 100,000,000 △20,000,000
30,000,000 30,000,000 0 

121,023,000 139,924,000 △18,901,000

3,958,704 0 3,958,704 
4,419,992 402,089 4,017,903 

74,984 74,984 0 
8,799,840 4,994,000 3,805,840 

23,895 0 23,895 
17,277,415 5,471,073 11,806,342 

138,300,415 145,395,073 △7,094,658
285,842,447 286,209,084 △366,637

1,242,614 1,433,222 △190,608
0 75,000 △75,000

691,538 629,545 61,993
2,204,100 2,158,700 45,400

流動負債合計 4,138,252 4,296,467 △158,215
 ２．固定負債

退職給付引当金 11,023,000 9,924,000 1,099,000 
固定負債合計 11,023,000 9,924,000 1,099,000 
負債合計 15,161,252 14,220,467 940,785 

Ⅲ　正味財産の部
 １．指定正味財産 0 0 0 

（うち基本財産への充当額） (           0) (           0) 0 
（うち特定資産への充当額） (           0) (           0) 0 

 ２．一般正味財産 270,681,195 271,988,617 △1,307,422
（うち基本財産への充当額） (           0) (           0) 0 
（うち特定資産への充当額） ( 110,000,000) ( 130,000,000) 20,000,000 
正味財産合計 270,681,195 271,988,617 △1,307,422
負債及び正味財産合計 285,842,447 286,209,084 △366,637

 １．流動資産

    事務所移転等対策積立資産

(1) 特定資産
退職給付引当資産

 流動資産合計

固定資産合計

    長期前払費用
その他固定資産合計

    什器備品

    事務所保証金

（注1）特定資産の区分に記載された資産は、全て預金として保有する。

Ⅱ　負債の部

    電話加入権

賞与引当金

前受会費
預り金

     京都活性化プラン実行積立資産

 ２．固定資産

建物附属設備

特定資産合計
(2) その他固定資産

資産合計

未払金
 １．流動負債

貸借対照表（第40年度）
［2019年３月31日現在］

科  目
Ⅰ　資産の部

      前払費用

      現金預金
前 払 金

     立 替 金



（単位：円）

Ⅰ一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1)経常収益

特定資産運用益 45,817 78,960 △ 33,143

特定資産受取利息 45,817 78,960 △ 33,143

受取入会金 3,262,500 3,512,500 △ 250,000

正会員入会金 2,250,000 2,550,000 △ 300,000

正会員新旧交替入会金 975,000 875,000 100,000

準会員入会金 0 50,000 △ 50,000

準会員新旧交替入会金 37,500 37,500 0

受取会費 98,412,500 98,925,000 △ 512,500

正会員受取会費 88,312,500 88,425,000 △ 112,500

準会員受取会費 1,530,000 1,590,000 △ 60,000

賛助会員受取会費 8,570,000 8,910,000 △ 340,000

雑収益 13,334 32,403 △ 19,069

受取利息 13,334 32,403 △ 19,069

経常収益計 101,734,151 102,548,863 △ 814,712

(2)経常費用

事業費 87,841,486 77,761,649 10,079,837

給料・手当 31,981,011 28,529,434 3,451,577

退職給付費用 1,044,050 1,325,250 △ 281,200

通勤費 1,497,010 1,212,485 284,525

福利厚生費 5,144,264 4,318,783 825,481

賞与引当金繰入額 2,093,895 2,050,765 43,130

資料費 889,265 6,480 882,785

学生祭典助成金 300,000 300,000 0

会場費 5,132,188 3,602,985 1,529,203

講師謝金 2,324,002 2,423,342 △ 99,340

消耗品費 1,366,374 945,971 420,403

旅費交通費 4,525,010 2,227,929 2,297,081

通信費 1,718,449 1,588,736 129,713

飲食費 8,169,464 7,833,098 336,366

会議費 107,073 184,953 △ 77,880

業務委託料 750,000 1,265,000 △ 515,000

寄付金 3,953,750 3,861,250 92,500

懇談会費 991,649 892,140 99,509

経済団体協議会分担金費 1,116,500 1,121,500 △ 5,000

図書・新聞費 235,044 210,841 24,203

会報費 1,025,912 1,153,656 △ 127,744

その他広報印刷費 2,101,030 1,975,578 125,452

渉外費 86,400 114,765 △ 28,365

リース料 1,452,076 1,427,445 24,631

事務所費 8,769,410 8,061,935 707,475

減価償却費 170,888 167,886 3,002

雑費 896,772 959,442 △ 62,670

当年度 前年度 増減

正味財産増減計算書  （第40年度）

[2018年４月１日から 2019年３月31日まで] 

科目



（単位：円）

当年度 前年度 増減

正味財産増減計算書  （第40年度）

[2018年４月１日から 2019年３月31日まで] 

科目

管理費 6,565,187 6,169,043 396,144

給料・手当 1,683,211 1,501,549 181,662

退職給付費用 54,950 69,750 △ 14,800

通勤費 78,790 63,815 14,975

福利厚生費 270,751 227,304 43,447

賞与引当金繰入額 110,205 107,935 2,270

資料費 295,860 331,560 △ 35,700

会場費 1,224,077 1,556,172 △ 332,095

消耗品費 82,718 50,828 31,890

旅費交通費 40,385 53,230 △ 12,845

事務所費 461,548 424,313 37,235

租税公課 9,052 27,046 △ 17,994

通信費 208,864 254,507 △ 45,643

飲食費 589,702 440,063 149,639

会議費 118,810 135,715 △ 16,905

業務委託料 0 500,000 △ 500,000

リース料 76,425 75,129 1,296

減価償却費 8,994 8,836 158

雑費 1,250,845 341,291 909,554

経常費用計 94,406,673 83,930,692 10,475,981

当期経常増減額 7,327,478 18,618,171 △ 11,290,693

２．経常外増減の部

(1)経常外収益

雑収入 81,260 95,489 △ 14,229

経常外収益計 81,260 95,489 △ 14,229

(2)経常外費用

事務所移転関連費用 8,713,081 0 8,713,081

雑損 3,079 0 3,079

経常外費用計 8,716,160 0 8,716,160

当期経常外増減額 △ 8,634,900 95,489 △ 8,730,389

当期一般正味財産増減額 △ 1,307,422 18,713,660 △ 20,021,082

一般正味財産期首残高 271,988,617 253,274,957 18,713,660

一般正味財産期末残高 270,681,195 271,988,617 △ 1,307,422

Ⅱ指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額 0 0 0

指定正味財産期首残高 0 0 0

指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ正味財産期末残高 270,681,195 271,988,617 △ 1,307,422



1 重要な会計方針
（１）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産・無形固定資産
減価償却の方法は、法人税法施行令に定める定額法による。
減価償却資産の耐用年数は、法人税法の「減価償却資産の耐用年数に関する省令」に定めるところによる。

（２）引当金の計上基準
①賞与引当金

職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属する金額を計上している。

②退職給付引当金
職員の退職給付に備えるため、期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

引当金の明細は、次のとおりである。
（単位：円）

目的使用 その他
賞与引当金 2,158,700 2,204,100 2,158,700 0 2,204,100

退職給付引当金 9,924,000 1,099,000 0 0 11,023,000

（３）消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっている。

2 特定資産の増減額及びその残高
特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）
科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

 特定資産
  退職給付引当資産 9,924,000 1,099,000 0 11,023,000
  事務所移転等対策積立資産 100,000,000 0 20,000,000 80,000,000
  京都活性化プラン実行積立資産 30,000,000 0 0 30,000,000

合 計 139,924,000 1,099,000 20,000,000 121,023,000

3 特定資産の財源等の内訳
特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）

科 目 当期末残高
（うち指定正味財

産からの充当額）

（うち一般正味財

産からの充当額）

（うち負債に対応

する額）

 特定資産
  退職給付引当資産 11,023,000 （　　　　　0) （　　　　　0) （  11,023,000)
  事務所移転等対策積立資産 80,000,000 （　　　　　0) （ 80,000,000) -
  京都活性化プラン実行積立資産 30,000,000 （　　　　　0) （ 30,000,000) -

合 計 121,023,000 （　　　　　0) (110,000,000) （  11,023,000)

4 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）
科 目 取得価額 減価償却累計額 当期末残高

建物附属設備 3,996,000 37,296 3,958,704
什器備品 7,435,912 3,015,920 4,419,992

合 計 11,431,912 3,053,216 8,378,696

5 実施事業資産

実施事業資産は、次のとおりである。

（単位：円）

京都活性化プラン実行積立資産 30,000,000

建物附属設備 1,583,482

什器備品 1,887,997

合計 33,471,479

財務諸表に対する注記

科目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高



1.特定資産の明細

『「公益法人会計基準」の運用指針』（内閣府公益認定等委員会 平成20年4月11日 平成21年10月16日改正）に定める
附属明細書の記載上の留意事項に従い、財務諸表の注記2および3に記載しているため、内容の記載を省略する。

2.引当金の明細

『「公益法人会計基準」の運用指針』（内閣府公益認定等委員会 平成20年4月11日 平成21年10月16日改正）に定める

附属明細書の記載上の留意事項に従い、財務諸表の注記1（２）に記載しているため、内容の記載を省略する。

附属明細書
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